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2.  業績の状況 

第 1 四半期の業績の概況  

 

当第１四半期におけるわが国の経済は、生産の減少、企業収益の鈍化等を背景に全体としては弱含みとなっており引続

き業況判断の厳しさが目立っております。 

企業活動おいては、昨年央以降、売上高の増収幅が縮小してきたこと等により、全体としては頭打ちとなっており設備

投資も減少の見通しとなっております。また、個人消費は、雇用環境の悪化等により消費者マインドは萎縮の傾向にあり

ます。 

一方、世界経済は昨年 9月の米国テロ事件の影響もあり以前にくらべて景気後退局面にあるもののＩＴ関連部門などで

在庫調整が進んでおり底入れの兆しがみられます。 

こうした環境のもとインターネット関連産業は需給動向を総合してみると、米国テロ事件以降、一部で情報化投資に見

直しの兆しがあるものの、企業の戦略的情報化投資の動きが続いていることに加えてインフラの整備とコンテンツの充実

を背景として、拡大基調にあります。 

当社の当第 1四半期(平成 13 年 10 月 1 日～平成 13 年 12 月 31 日)の業績は売上高は 592,657 千円（前年同期比 70.7％

増）、また営業利益 21,056 千円、経常利益 99,530 千円とそれぞれ黒字転換を達成し、極めて順調に推移いたしました。 

セグメント別では、ウェブ制作事業は、提案型営業による受注活動に傾注し、売上高 156,801 千円（前年同期比 6.9％

増）となりました。 

ウェブ手数料事業は、ⅰアプリなどのモバイル向け開発が増加 し、売上高 104,492 千円（前年同期比 25.3％増）とな

りました。 

ウェブ管理事業は、「オンサイト MSP サービス」（高付加価値サービス）による高い競争力とネットワーク・コンサルテ

ィング及び管理事業の 1社を傘下に収めた結果、売上高 331,363 千円（前年同期比 183.0％増）となり、利益面において

も前期第 2四半期以降、黒字を継続しております。 

 

3.通期の見通し 

今後のわが国の経済動向は、引続き調整期間にあると思われますが、年度を通した姿としては厳しいながらも、ソフト

ウェア投資等は増加基調を続けており、生産の先行きについても足元は増加が見込まれております。年度後半には、民需

中心に低迷を脱し、回復に向けて緩やかに動き出すことが期待されます。当社と致しましては、営業企画部門の拡充によ

りウェブ制作事業の売上増加の強化を図る一方、選択と集中を実践し事業の拡大と効率化の推進によって売上総利益率の

向上を図り企業価値向上に注力してまいります。さらに販売費及び一般管理費の抑制を徹底し財務体質の強化を推進して

まいります。通期（平成 13 年 10 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）の見通しにつきましては、平成 13 年 11 月 21 日の決算

発表時に公表した単独業績予測と、現時点では変更はございません。 
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4.  四半期財務諸表等 

(1) 四半期貸借対照表 

 （単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

Ⅰ

1 現 金 及 び 預 金 ※2 1,343,182 2,038,983 1,865,025

2 受 取 手 形 210 4,730 -

3 売 掛 金 448,335 689,882 1,183,646

4 有 価 証 券 801,109 - 402,121

5 た な 卸 資 産 119,996 125,870 150,889

6 そ の 他 142,940 541,836 399,736

貸 倒 引 当 金 △ 1,471 △ 1,440 △ 2,800

2,854,305 47.8 3,399,864 48.7 3,998,620 54.9

Ⅱ

1 有 形 固 定 資 産 ※1 229,099 3.8 425,594 6.1 456,271 6.3

2 無 形 固 定 資 産 64,999 1.1 54,487 0.8 57,720 0.8

3 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 ※3 881,315 989,815 927,301

(2) 関 係 会 社 株 式 ※3 709,836 876,870 568,536

(3) 出 資 金 1,069,344 938,177 1,026,987

(4) そ の 他 ※3 168,710 298,057 243,773

2,829,206 47.3 3,102,920 44.4 2,766,598 38.0

3,123,305 52.3 3,583,001 51.3 3,280,590 45.1
5,977,610 100.0 6,982,866 100.0 7,279,210 100.0

Ⅰ

1 買 掛 金 154,982 81,734 408,914

2 そ の 他 69,869 149,530 533,280

224,851 3.8 231,264 3.3 942,194 12.9
224,851 3.8 231,264 3.3 942,194 12.9

Ⅰ 2,098,000 35.1 2,198,275 31.5 2,101,125 28.9

Ⅱ ※4 4,102,500 68.6 550,000 7.9 4,105,625 56.4

Ⅲ

- 3,780,408 -

△ 447,740 222,918 130,266

△ 447,740 △ 7.5 4,003,326 57.3 130,266 1.8

5,752,759 96.2 6,751,601 96.7 6,337,016 87.1
5,977,610 100.0 6,982,866 100.0 7,279,210 100.0

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成13年9月30日現在）（平成12年12月31日現在）

第6期　第1四半期末 第7期　第1四半期末

（平成13年12月31日現在）

資 産 合 計

（負　債　の　部）
流 動 負 債

（資　　産　　の　　部）
流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

第1四半期（当期）未処分利益
又は未処理損失（△）

その他の剰余金又は欠損金合計

そ の 他 の 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

資 本 金

負 債 合 計

（資　本　の　部）

資 本 準 備 金

その他の剰余金又は欠損金

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

期別

科目
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(2) 四半期損益計算書 
(単位：千円）

百分比 百分比 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 347,132 100.0 592,657 100.0 2,921,540 100.0

Ⅱ ※ 5 565,574 162.9 392,260 66.2 2,148,031 73.5

売 上 総 利 益 △ 218,442 △ 62.9 200,396 33.8 773,508 26.5

Ⅲ ※ 5 136,965 39.5 179,340 30.3 680,519 23.3

営 業利 益又 は 損失 （△ ） △ 355,407 △ 102.4 21,056 3.6 92,988 3.2

Ⅳ ※1 2,330 0.7 88,290 14.9 129,849 4.4

Ⅴ ※2 17,793 5.1 9,816 1.7 51,846 1.8

経 常利 益又 は 損失 （△ ） △ 370,870 △ 106.8 99,530 16.8 170,991 5.9

Ⅵ ※3 708 0.2 100,902 17.0 255,580 8.7

Ⅶ ※4 - - 51,452 8.7 17,405 0.6
税引前第 1四半期（当期）
純 利益 又は 純 損失 （△ ）

△ 370,161 △ 106.6 148,981 25.1 409,167 14.0

法人税、住民税及び事業税 950 56,329 138,043

法 人 税 等 調 整 額 - 950 0.3 - 56,329 9.5 64,228 202,272 6.9

第 1 四 半 期 （ 当 期 ）
純 利 益 又 は 純 損 失 ( △ )

△ 371,111 △ 106.9 92,651 15.6 206,895 7.1

前期繰越利益又は損失（△) △ 76,628 130,266 △ 76,628
第1四半期（当期）未処分利益
又 は 未 処 理 損 失 （ △ ） △ 447,740 222,918 130,266

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

第6期　第1四半期

自　平成12年10月 1日

至　平成12年12月31日

金額 金額

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成12年10月 1日

至　平成13年 9月30日

第7期　第1四半期

自　平成13年10月 1日

至　平成13年12月31日

金額

期別

科目
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（重要な会計方針） 
   期  別 

 

項  目 

第 6 期 第 1 四半期 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

１．事業年度の財務諸表

作成に採用してい

る会計処理の原則

及び手続きと異な

る会計処理の基準 

(1)減価償却の計上基準 

減価償却費は、当第1四半

期会計期間末における減価

償却資産の年間減価償却費

見積額のうち当第1四半期会

計期間に対応する部分を計

上していおります。 

(2)法人税、住民税及び事業税

の計上基準 

当第1四半期会計期間を１

事業年度とみなして計算し

た額を計上しております。 

― ― 

２．資産の評価基準及び

評価方法 

 

(1)有価証券 

総平均法による原価法 

 

 

 

 

 

 

 

(2)たな卸資産 

仕掛品  個別法による原価

法 

貯蔵品 先入先出法に基づ

く原価法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

総平均法による原価法

を採用しております。 

②その他有価証券 

時価のないもの 

総平均法による原価法

を採用しております。 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 同左 

②貯蔵品 同左 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会

社株式 

    同左 

 

②その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 同左 

②貯蔵品 同左 

３．固定資産の減価償却

方法 

(1)有形固定資産 

法人税法に規定する定率

法によっております。 

 

 

 

 

(2)無形固定資産  

法人税法に規定する定額

法によっております。但し、

ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利

用可能期間（5年）に基づく

定額法によっております。 

(1)有形固定資産  

定率法によっております。 

なお耐用年数は、以下の通

りです。 

建物 15年 

車両運搬具 6年 

工具器具及び備品6～15年 

(2)無形固定資産  

定額法によっております。

但し、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっており

ます。 

(1)有形固定資産  

同左 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産  

同左 

４．繰延資産の処理方法 ― 新株発行費 

  支出時に全額費用として処

理しております。 

新株発行費 

同左 

５．引当金の計上基準 

 

(1)貸倒引当金  

債権の貸倒れによる損失

に備えて、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1)貸倒引当金  

同左 

(1)貸倒引当金  

同左 
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   期  別 
 

項  目 

第 6 期 第 1 四半期 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

５．引当金の計上基準 (2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、支給対象期間を基

礎に当期の負担に属する支

給見込額を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

６．リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

７．その他四半期財務諸

表作成のための基

本となる事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。な

お、仮払消費税等および仮受

消費税等は相殺の上、流動資

産の「その他」に含めて表示

しております。 

(2)税効果会計の適用について  

当第1四半期末における繰

延税金資産は、前期末残高で

評価しております。また、当

第1四半期における法人税等

調整額は認識しておりませ

ん。 

(3)投資事業組合への出資金の

会計処理 

投資事業組合への出資金

は、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし

て、損益帰属方式により取り

込む方法によっております。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

なお、仮払消費税等および

仮受消費税等は相殺の上、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

(2) 税効果会計の適用について 

   同左 

 

 

 

 

(3) 投資事業組合への出資金の

会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理は、

税抜方式によっており

ます。 

 

 

 

(2) ― 

 

 

 

 

 

(3)投資事業組合への出資金

の会計処理 

同左 
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（追加情報） 
第 6期 第 1四半期 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

（金融商品に係る会計基準について） 

金融商品については、当四半期より

金融商品に係る会計基準（「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見

書」）を適用しております。この変更

による当四半期の損益への影響はあ

りません。 

― （金融商品に係る会計基準について） 

金融商品については、当事業年度よ

り金融商品に係る会計基準（「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成11年1月22

日））を適用しております。この変更に

よる当事業年度の損益への影響はあり

ません。 

 

（外貨建取引等会計基準） 

当事業年度より改訂後の外貨建取引

等会計基準（「外貨建取引等会計処理基

準の改訂に関する意見書」（企業会計

審議会 平成11年10月22日））を適用し

ております。この変更に伴い、従来の

方法によった場合と比べ、経常利益は

55,750千円多く、税引前当期純利益は

55,750千円多く計上されております。 

 

注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 
第 6期 第 1四半期 

自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 

自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 

自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

54,915千円 

 

※２ ― 

 

 

 

 

※３ 外貨建資産 

①関係会社出資金    

CYBERCLICK AGENT S.L. 

101,182千円( 1,009,000EURO) 

AD4Portal（THAILAND） 

  7,317千円（2,700,000THB） 

②関係会社株式 

英極軟件開発有限公司 

   54,936千円(500,000US$) 

③投資有価証券 

Berkeley Software Design 

542,250千円（5,000,000US$） 

※４ ― 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

126,595千円 

 

※２ 担保提供資産及び担保債務 

   定期預金 500,000千円 

上記金額を関係会社㈱キャピ

タリスタの短期借入金500,000

千円の担保に供しております。 

※３ ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※４ 平成13年12月21日開催の定時株

主総会において資本準備金

4,330,408千円のうち3,780,408

千円減少して550,000千円とす

る決議をしております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

93,068千円 

 

※２ 担保提供資産及び担保債務 

   定期預金 500,000千円 

上記金額を関係会社㈱キャピ

タリスタの短期借入金500,000

千円の担保に供しております。 

※３ ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※４ ― 
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（四半期損益計算書関係） 
第 6期 第 1四半期 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息   61千円 

受 取 配 当 金  675千円 

雑  収  入 1,595千円 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息   80千円 

新 株 発 行 費           ― 

組  合  費  用 14,708千円 

※３ ― 

 

 

※４ ― 

 

 

 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産        17,068千円 

無形固定資産        2,467千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息 15,637千円 

受 取 配 当 金   53千円 

為替換算差益 68,438千円    

雑  収  入 4,160千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息      ― 

新 株 発 行 費          280千円 

組  合  費  用  7,684千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

   投資有価証券売却益 

99,542千円 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

   建物除却損     970千円 

      買収関連手数料 20,482千円 

   契約変更違約金 30,000千円 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産        33,526千円 

無形固定資産         3,412千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息 65,380千円 

受 取 配 当 金 1,906千円 

 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息  128千円 

新 株 発 行 費        1,261千円 

組  合  費  用 40,676千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

   投資有価証券売却益 

255,580千円 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

   建物除却損   13,942千円 

   構築物除却損     219千円 

   車両運搬具除却損    377千円 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産        60,630千円 

無形固定資産        12,376千円 
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( リース取引関係)  

第 6期 第 1四半期 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額      

（単位：千円） 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法は利息法によ

っております。 

 

工具器具

及び備品 その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

5,155 1,049 6,204 

期末残高

相 当 額 
19,859 2,727 22,316 

１ 年 内                  7,188 

１ 年 超 15,712 

合    計 22,900 

支 払 リ ー ス 料 2,059 

減 価 償 却 相 当 額 1,861 

支 払 利 息 相 当 額 317 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残 

高相当額      

           （単位：千円） 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 
 

 

工具器具

及び備品 その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

11,341 2,307 13,648 

期末残高

相 当 額 
13,403 1,468 14,871 

１ 年 内                  7,555 

１ 年 超 8,156 

合    計 15,712 

支 払 リ ー ス 料 2,059 

減 価 償 却 相 当 額 1,861 

支 払 利 息 相 当 額 228 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残 

高相当額 

（単位：千円） 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 

 

 

工具器具

及び備品 その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

9,794 1,993 11,787 

期末残高

相 当 額 
14,949 1,783 16,732 

１ 年 内                  7,461 

１ 年 超 10,081 

合    計 17,543 

支 払 リ ー ス 料 8,236 

減 価 償 却 相 当 額 7,444 

支 払 利 息 相 当 額 1,137 
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（1 株当たり情報） 
第 6期 第 1四半期 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

１株当たりの純資産額 

   441,094円88銭 

１株当たり当期純利益  

 △28,455円13銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当り当期純利

益については、１株当り当期純損失の

ため記載しておりません。 

１株当たりの純資産額    

164,096円87銭 

１株当たり当期純利益  

   2,329円63銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

2,290円42銭 

１株当たりの純資産額    

161,654円45銭 

１株当たり当期純利益  

   5,284円54銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

5,106円00銭 
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（後発事象） 
第 6期 第 1四半期 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１２年１２月３１日 

第７期 第 1四半期 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１３年１２月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

― ― 株式交換について 

 当社は平成13年10月29日開催の取

締役会において、平成13年12月5日を

交換期日として、株式交換により㈱パ

イナップルサーバーサービスを完全

子会社とする株式交換契約締結を決

議し、同日株式交換契約を締結致しま

した。 

 当社は㈱パイナップルサーバーサ

ービスとのインターネットデータセ

ンター（iDC）事業でのシナジー効果

を追求し、iDC事業の更なる拡大を目

的として、同社との株式交換を実施す

ることを決定致しました。 

 株式交換に際して発行する株式数

は、1,943株であり、当社株1株につき

交換される同社株は0.0145株であり

ます。この新株発行によって、当社の

資本の額は9,715万円増加致します。 

 

営業全部譲受について 

当社は、平成13年12月21日開催の定

時株主総会において、平成13年12月22

日を譲渡日として、100%出資子会社で

ある㈱エッヂコマースから、その営業

の全部を譲り受けることに関し、営業

譲渡契約を決議し、同日営業譲渡契約

を締結しました。 

同社は、当社グループのＥＣサイトの

設計・構築及びリサーチ事業を行って

まいりましたが、経営管理リソースと

ＥＣ事業のノウハウ蓄積を当社に集

約し、グループ企業の経営効率化を図

るものであります。 

 

 

5.  その他 

当四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表及び四半期損益計算書は、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者

の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」

に基づく会計監査人の手続を実施しています。 

 


